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【公開番号】特開2012-188597(P2012-188597A)
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【年通号数】公開・登録公報2012-040
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【国際特許分類】
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   Ｈ０１Ｌ  21/301    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０９Ｊ   7/02    　　　Ｚ
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   Ｈ０１Ｌ  21/78    　　　Ｍ
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【手続補正書】
【提出日】平成26年1月9日(2014.1.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　４－メチル－１－ペンテン（共）重合体（Ａ）と熱可塑性エラストマー（Ｂ）とを含む
拡張性基材フィルムであって、
　前記（Ｂ）の含有量が（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して３～５０重量部であ
り、かつ前記フィルムについて示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定される前記（Ｂ）に
由来する融点ＴｍＢ２が１００℃以下または前記融点ＴｍＢ２が実質的に観測されない拡
張性基材フィルム。
【請求項２】
　４－メチル－１－ペンテン（共）重合体（Ａ）と熱可塑性エラストマー（Ｂ）とを含む
拡張性基材フィルムであって、
　前記（Ｂ）の含有量が（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して３～５０重量部であ
り、かつ前記（Ｂ）の示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定される融点ＴｍＢ１が１００
℃以下または前記融点ＴｍＢ１が実質的に観測されない拡張性基材フィルム。
【請求項３】
　４－メチル－１－ペンテン（共）重合体（Ａ）のＡＳＴＭ－０６３８準拠にして測定さ
れる２３℃における引張弾性率が５００～２０００ＭＰａである、請求項１または２に記
載の拡張性基材フィルム。
【請求項４】
　熱可塑性エラストマー（Ｂ）のＪＩＳ Ｋ７１１３‐２に準拠して測定される２３℃に
おける引張弾性率が１～５０ＭＰａである、請求項１ないし３のいずれか一項に記載の拡
張性基材フィルム。
【請求項５】
　熱可塑性エラストマー（Ｂ）が、オレフィン系エラストマーおよび／またはスチレン系
エラストマーからなる、請求項１ないし４のいずれか一項に記載の拡張性基材フィルム。
【請求項６】
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　熱可塑性エラストマー（Ｂ）の密度が８５０～９８０ｋｇ／ｍ３である、請求項１ない
し５のいずれか一項に記載の拡張性基材フィルム。
【請求項７】
　４－メチル－１－ペンテン（共）重合体（Ａ）と熱可塑性エラストマー（Ｂ）とプロピ
レン（共）重合体（Ｃ）の合計１００重量部に対して０．３～４０重量部のプロピレン（
共）重合体（Ｃ）を含む、請求項１ないし６のいずれか一項に記載の拡張性基材フィルム
。
【請求項８】
　さらにプロピレン（共）重合体（Ｃ）を含む請求項１に記載のフィルムであって、前記
フィルムについて示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定される前記（Ｃ）に由来する融点
ＴｍＣ２が１１０～１７５℃の範囲内にある、請求項７に記載の拡張性基材フィルム。
【請求項９】
　基材の主面に垂直な切断面のＴＥＭ像（撮像範囲のフィルム厚さ方向の距離は１５μｍ
、かつ撮像面積は４５μｍ２）で、４－メチル－１－ペンテン（共）重合体（Ａ）から実
質的に構成される相と、熱可塑性エラストマー（Ｂ）から実質的に構成される相の相分散
構造が観察される、請求項１ないし８のいずれか一項に記載の拡張性基材フィルム。
【請求項１０】
　１２０℃における線膨張係数(１／Ｋ)が１．０×１０－４～２．０×１０－３である、
請求項１ないし９のいずれか一項に記載の拡張性基材フィルム。
【請求項１１】
　請求項１ないし１０のいずれか一項に記載の拡張性基材フィルムからなる基材層と、粘
着層とを含む、拡張性粘着フィルム。
【請求項１２】
　粘着層の２５℃における引張弾性率が５０ＭＰａ以下である、請求項１１に記載の拡張
性粘着フィルム。
【請求項１３】
　粘着層の昇温速度２℃／ｍｉｎ．で室温から２００℃まで昇温した際の熱重量減少率が
２％未満である、請求項１１または１２に記載の拡張性粘着フィルム。
【請求項１４】
　粘着層を最表面に有する請求項１１ないし１３のいずれか一項に記載の拡張性粘着フィ
ルム。
【請求項１５】
　前記基材層以外の層の２５℃における引張弾性率が、前記基材層の２５℃の引張弾性率
未満である、請求項１１ないし１４のいずれか一項に記載の拡張性粘着フィルム。
【請求項１６】
　請求項１ないし１５のいずれか一項に記載のフィルムを含んでなる、半導体用ダイシン
グフィルム。
【請求項１７】
　４－メチル－１－ペンテン（共）重合体（Ａ）と、示差走査熱量計（ＤＳＣ）で得られ
る融点ＴｍＢ１が１００℃以下または前記融点ＴｍＢ１が実質的に観測されない熱可塑性
エラストマー（Ｂ）とを含んでなり、前記（Ｂ）の含有量が（Ａ）と（Ｂ）の合計１００
重量部に対して３～５０重量部の溶融混練物を成形する工程を含む、請求項１ないし１０
のいずれか一項に記載の拡張性基材フィルムの製造方法。
【請求項１８】
　半導体ウエハに、請求項１６に記載のダイシングフィルムを前記ダイシングフィルムの
粘着剤層を介して貼り付ける工程と、前記半導体ウエハをダイシングして半導体チップを
得る工程と、前記ダイシングフィルムを拡張して、前記半導体チップをピックアップする
工程と、を含む半導体装置の製造方法。
【請求項１９】
　回路面を有する半導体ウエハの回路面と対向する面に、請求項１６に記載のダイシング
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フィルムを前記フィルムの粘着剤層を介して貼り付ける工程と、前記半導体ウエハの回路
面を封止する工程と、前記半導体ウエハをダイシングして半導体チップを得る工程と、前
記ダイシングフィルムを拡張して、前記半導体チップをピックアップする工程と、を含む
、半導体装置の製造方法。
【請求項２０】
　４－メチル－１－ペンテン（共）重合体（Ａ）と、示差走査熱量計（ＤＳＣ）で得られ
る融点ＴｍＢ１が１００℃以下または前記融点ＴｍＢ１が実質的に観測されない熱可塑性
エラストマー（Ｂ）とを含んでなり、
　前記（Ｂ）の含有量が（Ａ）と（Ｂ）の合計１００重量部に対して３～５０重量部であ
る拡張性基材フィルム用溶融混練物。
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